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新規制定の 学会基準案 「不 飽和土 の 三軸圧縮試験方法」 に つ い て

地盤工 学会基準部
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　　iP ’ “ 1．　ま えがき 　 今回公示 す る学

基準案 は 新規 制 定 の試 験方 法 と し て 提案するも の で

「不 飽和土の三 軸 圧 縮試験 方 法」 に 関 する学会基準

で ある。この基準の原案は「 不飽和 土 の 三 軸試験 方

基 準 化委 員会 」（ 構 成を 下表に示す）にお い て作 成

れ，それを土 質試 験基 準 検 討 委 員 会 お よ び基 準部 会

審議したもので ある 。以 下 に ，当基準案

成 の 経緯 ， 基 準案の概要 に つ い て説明する。 　こ

に 公示 する基 準案に つ い ての ご 意見は，平成 10 年

事 俣  ﾜ でに 書 面 にて 地 盤 工 学 会 基 準 部 宛 に提出 い た

ｾ きたい 。会 員から意 見が出 された場

に ﾍ ，そ ﾌ 燉 不 O 和土の 三

試 ｱ   基 ｻﾏ 員会 委<TAB>
@ 長<TAB>阿<TAB>  A 史     白 n 質 顧<TAB>問

<TAB>     神 ﾋ 大学工 学 部 <TAB>委 員兼幹 事<TAB>福

  L 二   tW^ 技 術研究 所 <TAB>同

<TAB> { 雅 夫 基 b地盤コ ンサ ル タンツ  東京 支

ﾏ 員 青 山 千<TAB>彰<TAB>関西 大学

  報 w   <TAB>ｯ<TAB>加<TAB>藤<TAB>正<TAB>司 <TAB>神
戸大学 大学

ｩ Rﾈw､   ﾈ<TAB> 同 <TAB>北 <TAB>村<TAB>
介 鹿 剴 大 wH 学部 <TAB>同<TAB>向

<TAB> Y 二 国 ﾛ_ 林水 産業セ ソ ター

Y   部 同 豊<TAB>田<TAB>浩 <TAB>史<TAB>長岡技

ﾈ 学
蜉 工 部 <TAB>同<TAB>西 <TAB>江<TAB>俊<TAB>

<TAB>
中 央開発  技術本部 <TAB>同 <TAB>西<TAB>

<TAB>友 <TAB>良<TAB>足 利工 業 大学工 学 部 <TAB>同<TAB>畠 <TAB>山<TAB>正 <TAB>

<TAB>応用 地質  東 京事業 本 部 <TAB>同※<TAB>末 <TAB>岡<TAB><TAB>徹 <TAB>

成建設   技 術 研 究 所 ※

土質 試験基準検討委員会委員兼任 を慎

に検 討 し た 上 で ，基準部ならび に理事 会 に おけ る 所 定 の

査手続 き を 経 た 後，この基 準 案が 学 会 基 準 と し て 制

されるこ と と なる。 2 ． 基準 案 作 成 の 経 緯 お よ び 基 準

の 概要 　 地盤 工 学会 で は，1986 年10 月 か ら 「 不

和土の 工学 的性 質 に関
す

る 研究委 員会」が 設立さ
れ

い る 。この研 究委 員 会 で は ， 1987 年に 「 不飽 和

の工学的性 質研究 の現 状シン ポ ジ ウム 」を，1989 年

「不飽 和土の工学 的 測定 に関 す る 信州セ
ミナ ー

」
を

催し， その成果の 一
っ

と
して ， r 標 準 的不飽和土三 軸

験機 」を 提 案 し て
い

る。 引 き続き， 1989 年 12

には「不飽
和

地盤の 安 定 性 に 関 す る研究 委 員会」 が

動 を 始 め ， 研究テーマ の 一つ と して「不 飽 和 土の 一

一 軸・三軸試験」を1992 年 に 実 施 して い る 。「

斉試 験 」で は ，   不 飽 和土
の

せん断 試験結果 の 一 般

が試

れ る機会 であり，  不飽和 土 の サクション 測 定 に関

す る 試験 法 の基 準 化 を考える場合 の 貴重 な資料が得

れ る ， との位 置 付 け の もとに ，共通 仕 様によ る サク

ョン測定一軸 圧 縮 試験 およ び サク ショ 6

ン制御三 軸圧縮が行 わ れ て い る。そ
の
試験 結 果 は ，初

ての試みに も かかわらず ， 試 験結果のばらつき は 予想

に 小 さく， サクシ ョ ンを 測定・制 御 する 不 飽和 土 の

験 が 普遍性 を 持 つこ と を 改 めて
証

明 し ている 。 　

来，三軸試験はサク ションを測 定・ 制 御 す る

に適 し た試験 方 法で あり，試験 手 法 は1960 年代前

に 開 発 され てい る 。 また ， その 後 の電子機器 の進

に 伴 い不 飽 和土 の三 軸 試験がル ー チン テ
ス

ト の一つ

位 置 付 け ら れ， 各 試 験機関は独 自の技 術を蓄積しつ つ

る 。

近 年 ， 国 際会 議もし ば しば行われて お り， 特 に 1995

年にパリ で開催 され た 第 1 回 不 飽和土国 際 会 議 で は，

y の 物理 定数 など を中心と し た従来の論 文は 一 掃され ，

サクショ ンを 中 心に据え た200 編 に 達する論 文 が 参 加

て いる 。 　 こ のような状況のもとで，不 飽和土

関する 二 つの研 究

員 会 の 成 果 を 踏 ま え ると と もに，そ れぞれ の独 自 技

に 対 す る 共 通 の 合 意事項 として，ま た ， 最 低限 度 の 技

p 水 準と し て の試験 基 準を検 討することが必要で あると

して ，「 不飽和土 の三 軸 試験方法 基 準化 委 員会」が 平成

年度に設置さ れ た。 　基 準 化 委員会 では， 旧研 究 委

会 を構成 した メ ソバ ー の ほ か に新メ

バーを加え ，試験装置 お よび 試験方法 に 関 す る 二 つ

ワー キ ン グ

ル ープ を設け， 既 往の試験 装 置

よび試験方 法 に 関 す る 問題 点の抽出 ， 基 準 化 の 範 囲 ，

蒲 v 試験 精度 の検討 など につ いて

役割を 分 担 し て 取 り 組み ， 基準案の作 成作業を
進
めて き

。 　 基準 化の

要な範 囲とし て は，以 下 に 示 す 項 目に限定 してい
る 。

@1 ＞ 圧縮 試験

み を対 象と する 。 　 2 ） 　 サ ク シ ョン の測

・ 制 御 はセ ラミ ックフィ ルタ 　 　ーを用 い た 加 圧 板

とす る 。 　3 ）サクショ ン の適 用範 囲 は， 1000
／m2 以下の 　 　状態とする ． 　 4 ） 供試体の

期 サクショソ の 測 定 は 80kN ／ m2 を限 　 　度と

る 。 　5 ） 試 験 条 件は 常に排 気 状 態 を原則 と する。

　 こ れ ら の う ち ， 1 ） は 基 準
案を より単純化するた

め
の

策 であり，伸張試 験あるいは KD 試 験 な

ど
は直接的 に

ﾍ 対象 として いない。2 ）は， 三 軸試 験装 置 に組み込む

と を考 慮するととも に，飽和土

間隙水
圧
測定 と 同 様 な 手 法 で 操 作 で き る こ とか ら採 用 し て い る
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間隙空気圧が大気圧 の 状態 で，間隙水圧測定 シ ス テ ム 内

で キ ャ ビ テ
ー

シ ョ ン が 生 じな い 限度 と して 80kN ／m2 を

採用 して い る。ま た，「こ れ を 超 え る 場合 に は 何 ら か の

適切 な処 置を必要 とす る」 こ とを付帯条項で 示 して い る 。

試験条件 で は圧密過程 ，軸圧縮過程 とも5）に示 したよ

うに常 に 排気状態を原則 とす る こ とと して い る 。 非排気

状態 が か な り特殊 な 試験 で あ る こ とに 加 え，水銀を多量

に 用 い る 方法以外に は適切 な手法 が 見い 出せ な い の が 現

状で あ り ， こ の よ うな 試験 は 基準外 とすべ き と判断 した。

　不飽和土の 応力は，間隙空気圧を基準と した全応力の

大きさ と，間隙空気圧 と間隙水圧の 差 で 定義さ れ る サ ク

シ ョ ン で
一

般的 に表現 さ れ る が，前者 を 基底応 力の 呼称

で 表現 した。基底応力 （σ net ） は，ネ ッ ト ト
ー

タ ル ス ト

レ ス あ る い は ネ ッ トス トレス に 相当す る呼 称 で あ り， 全

応力 （σ ） と間隙空気圧 （Ua ） の 関係は，

　 　 　 σ net
＝

σ
一

Ua

と示され る。ま た，基底応力を適用 して モ
ー

ル の 包絡線

か ら求 め た せ ん 断抵抗角お よび縦軸切片 を必要に 応 じて

軌 et お よび Cret として 報告す る こ ととして い る。
こ の よ

うな 表現方法を 採用す る こ と に よ り，不 飽和土 の 試験結

果で あ る こ とを 明瞭に 区分 で きる と考 え て い る。

　 以 下 に そ の基準案 を公 示 す る。

地盤工 学会基準案

不飽和土の 三 軸圧縮試験方法

JGSXXXX
− 199X

Method　for　Triaxial　Compression　Test　on 　Unsaturated　Soils

1． 総　則

　1．1 試験の 目的

　 こ の 試験は ，排 気状態 に あ る不 飽和土 が 等方応 力状態 で 圧

密 さ れ た 後 に 軸 圧縮 され る時の 強 度 ・変 形特性 を求め る こ と

を 目的 とす る。

　 1．2 適用 範 囲

　不 飽 和 状 態 の 土 で ，サ ク シ ョ ン の 大 き さ が 1000kN ！m2

以 下 の 状態の もの を 対 象 とす る。

　 1．3　用語の 定義

　不 飽和 状態 とは，土 中の 間隙内 に水 と空 気が 存在す る状 態

をい う。

　軸方向応力 とは 供試体の 長 軸方 向に作 用す る応 力をい い ，

側方 向応力 とは供 試体 の半径 方向 に作用 す る応 力をい う。応

力の 値 は供 試体 の 中央高 さで 定義す る。等 方応 力状態 とは軸

方 向応 力 と側方 向応力 が等 しい 状態を い い，両応力 の 差 を主

応 力差 とい う。 圧縮強さ とは，供試体 に加 え 得 る最大の 主応

力差を い う。

　サ ク シ ョ ン とは 間隙空気圧 と間隙水圧 の 差で 定義 され るマ

トリ ッ ク サ ク シ ョ ソ を い う。

　 また，本基準 に おい て 用 い る 基底応 力 とは，間隙空気圧 を

基準 とした全応 力の 大 き さ と して 次式で 定義 さ れ る もの とす

る。

　 　 　 σ net
；

σ
一

Ua

　 　 　 こ こ に ，

　　 　σ。et 　 ：基底応 力

　　 　 σ ：全応 力

　　　 Ua ： 間隙空 気圧

　1．4 必 要関連基準

　 この 試験 に用 い る供試体 は次の 基準に よ っ て作 製す る。

　JGS　T　520 「土の三 軸試験供試体作製
・
設置方法」

　JIS　A 　 1210「突固め に よる土の 締固め 試験方法」

【付帯条項 】

1．本基準 と部分的 に 異な る方法 を用い た 場 合に は，そ の 内容 を

　報 告事項 に 明記 しなけ れ ば な らな い 。
1．2a ．試験 に 際 して は，使 用 す るセ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ

ー
の 性 能

　　　に よ り，試 験 可 能な サ ク シ ョ ン の 大 き さ は 限定 され る。

February，1998

1．4a ．本基準 に 規定 され て い な い 事項 に つ い て は，次の 関連規

　　 格 ・基準 を準用す る。

　　 JISAI217 「土 の圧 密試験方法 」

　　 JGS 　T　 522「土の 圧密非排 水 （CU ）三軸圧 縮試験方法」

　　 JGS　T　523 「土 の 圧密非排 水 （CU ＞三 軸圧縮試験方法」

　　 JGS　T　524「土の 圧 密排水 （CD ）三 軸圧縮試験方法」

　　 JGS 　T　 151 「土 の 保水性試験方 法 」

　 b．本試験方 法で 用 い る 三 軸圧 縮試 験 装置 に よ り土 の 保水性

　　 試験 を行 う場 合 には ，JGS 　T　 151 「土 の 保 水性試験 方法」

　　 の3．吸引法 と加圧 法 に 規定 する 方法 を準用 する。

2． 試 験 用 具

　2．1 不 飽和土三 軸圧 縮試験機

　三 軸圧縮 試験機 は三 軸圧力室，セ ル 圧供 給装置，圧 縮装置，

お よび応力 ・変位 ・体積変化 ・
排水量

・
間隙水 圧 な らび に 空

気圧測 定装置 か ら構成 さ れ，次 に示 す条件 を満た す もの とす

る 。

　（1）最大 セ ル 圧，背圧 お よび供試体 の 最大軸 圧縮力 に 対 し

　　十分 な耐 荷容量 と負荷 能力 を有す る こ と。

　（2） 所 定 の 圧 力 を200kN1 皿
2
未満 で は ± 2kN 〆m2 ，200

　　kN！m2 以上 で は ± 1％の 圧 力変動 の 範囲 以内で ，1供試

　　体の 試験 が 終了す る ま で 連 続 して 加 え 得 る こ と。

　（3） 供 試 体 の 高 さの 15％ を超 え る ま で 軸 方 向変 位 を 連続

　 　して 与 え得 る こ と。

　（4） 圧 力を200kN ！m2 未満 で は ± 2　kN ！m2 ，200　kN ！m2 以

　　上で は ± 1％の許 容差 で 測定 で き る こ と。

　  　軸 圧縮 力 を供試 体の 最大圧 縮力 まで ，その ± 1％の 許

　　容差 で 測定 で きる こ と。
  　軸変位量 を供試 体 の 高 さの 15％ まで ，その ± 0．1％の

　 許容差 で 測定で きる こ と。

　の 　供試 体の 体積変化 を最大変化量 ま で ， 供試体初期体積

　　の ±0．1％の 許容差 で測 定で きる こ と。

　  　供試 体か らの 排水 量を 最大変化 量 まで，供試 体初期体

　 積の ± O．1％の 許容差 で測 定で きる こ と。
（9） 間 隙 水 圧 を測定す る た めの セ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ

ー
は 最

　 大サ ク シ ョ ン の 120％以 上の 空気 侵 入 圧 を 有す る こ と。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 69

N 工工
一Electronlc 　



The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnical 　Society

資料
一537

【付帯条項】

2．1 不 飽和土 三 軸圧 縮試 験機 の構成 例 を図
一 1に 示 す。

　（1） 不 飽和土 に 用 い る三 軸 圧 力室 と して は，供試体下部 にエ ポ

　　キ シ樹脂 で 固 定 した セ ラ ミ ヅ ク フ ィ ル タ
ー
付 ペ デ ス タル を置

　　き，排水 の 制 御お よ び間隙水 圧 の 測定 を行 うとともに，吸湿

　　性 の 低 い フ ィ ル タ
ー材 （例 えば ガ ラ ス 繊維布） を付け た 上 部

　　キ ャ ッ プで 排気 の 制御 お よび 間隙空 気圧の 測定 が 可能な もの

　　を原則 とす る。不 飽和土 三 軸圧 力室 の 例 を図
一2 に示 す。

  　荷重計 を 三 軸圧 力室の 外 に設 置す る形式 の 試験機の 場 合は，

　　ピス トン と圧力室の 摺 動部の 摩 擦力 を は か り，軸圧縮 力の 測

　　定値を補正 す る。荷重 計 を三 軸圧 力 室 に設置 す る場合は ，セ

　　ル 圧の影響 を検 定 して，軸圧縮力の 測定値 を 補正 す る。
（7），（8）

　　　本基準で は，体積変化 は 内セ ル の 水位変化 で，排水 量は ビ

　　ュ
ーレ

ッ トを用 い て測定 する こ とを原則 とす る が，条 件が満

70

図
一1　 不飽和土三 軸圧 縮試験機の構成例
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一2　 不飽和土三 軸 圧力室の 例

た されれば，報 告事項 に 明記 した上 で ，
して も よ い 。

ほ か の 測定 法 を適用

3， 試 験 方 法

3，1 準　備

（D　水 に浸 して お い た セ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー付 きペ デス タ

　　ル を脱気水中で真空脱 気 し，セ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー

を飽

　 和す る。
（2） 間隙水圧測 定用 シ ス テ ム 内 に脱気 水を流 し，飽和 す る 。

　 飽 和後，ビ ュ
ー

レ ッ トに脱 気水を供給 して お く。

  　飽和 した ペ デ ス タル を脱 気水中 よ り取出 し，ビ ュ
ー

レ

　　ッ トよ り脱 気水 を 少 しずつ 供給 しな が ら，三 軸圧 力室底

　 盤 に設 置 す る。

（4） 間隙水圧 計の ゼ ロ を 確 認 す る。
3．2　供試体 の 作製

（1） 供 試体 は JGS 　T 　520 「土 の 三 軸 試験供 試体 作製 ・設

　 置方 法」，あ る い は JIS　A　1210 「突 固 め に よ る 土 の 締

　 固め試験方法」 に よ り作製 す る。た だ し，供試体 高 さは

　 直径の 2 倍 以 上 とす る。

  　作製 した供試体 は上 ・
下 端部に 乾燥防止 の ため の 円形

　 フ ィ ル ム シ
ー

トを置 き，ゴム ス リーブで 覆 う。ゴ ム ス リ

　
ーブ の 両 端部は 供試 体側 に折 り返 して お く。

3．3　供試体の設 置

（1） 排 水 用 バ ル ブ を閉 じ非排水 （間隙水圧が 測定 で きる）

　 状態 とす る。

（2） ペ デ ス タル の 周 囲 お よ び セ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー
表面の

　 余分 な水分を 拭 き取 る。
  　供試 体を ペ デ ス タ ル の 近 くに 準備 した う え で ，乾 い た

　 布で 軽 くセ ラ ミ ヅ ク フ ィ ル タ
ー表面 の 水 分 を 拭 き取 り，

　 所 定の 水圧表 示 を確認 す る。
（4） 3．2  で 準備 した供 試体 をペ デス タ ル 上 に置 き，供試

　体 とセ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー

との 密着性 を 良 くす る た め 軽

　 く押 さ え，キ ャ ッ プ を載せ る。
  　供試体 に 折 り返 して お い た ゴ ム ス リ

ー
ブ を伸ば し，そ

　 の両 端部 をキ ャ ッ プ お よ び ペ デス タ ル に 0 リ ン グ な ど

　 で 締め付 け る 。

  　ペ デ ス タル へ 供試体 を設 置 した直後よ り，適当な時 間

　間隔で，間隙 水圧計の 読 み を記 録す る。
  　内 セ ル お よ び 三 軸 圧 力室を組 み立 て，内 セル 内に キ ャ

　 ッ プが水 没す る ま で 水 を入 れ る。
（8） 体積変 化計の 原点 の 確認 ・調整 を行 う。

3．4 圧密過 程

（1） 供試 体の 初期 サ ク シ ョ ンの 平衡状 態 を 確 認 す る。
  　間 隙空 気 圧 を 大気圧 と し，非排 水 状態の ま ま，所 定の

　 セ ル 圧 を作 用 させ る。

（3） 体積 変化 計 （必 要 に 応 じて ，軸 変位 計 ）の 読 み を約

　 30分間記 録す る。
（4） 間隙空気圧 を所 定の サ ク シ ョ ソ に 等 しい 空気 圧 に 設定

　 す る 。 同時 にセ ル 圧 も間隙空気圧 の 増分に等 しい 圧力 を

　増加 させ る。

  　排水用 バ ル ブを 開き，排水量 を測定 す るビ ュ
ー

レ ッ ト

　 と体積変 化計 （必要 に 応 じて，軸変 位 計）の 読み を，約

　30分 間記録す る。
（6） 所 定 の セ ル圧 を作用 させ，ビ ュ

ー
レ ッ ト，体積変化 計

　 （必 要 に 応 じて ，軸変 位計）の 読み を，約30分 間記録 す

　 る。

　　土 と基礎．46− 2 （4St）
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  　所定 の サ ク シ ョ ン ，セ ル 圧 に 達 す る ま で   〜  の 操作

　 を繰 り返 す。

（8） 所定 の サ ク シ ョ ン ，セ ル 圧 に達 した な らば 各計測 を継

　 続 し，圧 密過程の 平衡 状態 を確認 す る。

3．5 軸圧 縮 過程

（1）荷重計，変位計の 原点の 確認
・
調整を 行う。

  　非排水試 験の 場合 は排水バ ル ブ を閉 じる （排水試験 の

　 場合 は排 水バ ル ブ は開い た まま とす る）。

（3） セ ル圧 を一定 として，ひ ず み速 度が一定 に なる よ うに

　連続 的に供試体 を圧縮す る 。

  　軸圧縮中は ， 非 排水試験の 場 合，間 隙水 圧 Uw （kN ！

　m2 ），軸変位量 AH （cm ），体積 変化量 AV （cm3 ），（排 水

　 試験 の 場合 は 排 水量 4 臨 （cm3 ） も加 え る ） お よ び 軸 圧

　 縮力 P （N） をはか る。

  　軸圧 縮 を終 了 す る 目安 は，荷重 計 の 読 み が 最大 と な っ

　て か ら引 き続 き 軸ひ ず み が 3％以 上 生 ず る か ，荷重 計 の

　 読 み が 最大値 の 2／3程 度 に 減 少 す る か，ま た は 軸 ひ ず

　 み が 15％ に達 した 時 の い ずれか とす る。

（6） 供試体 の 変形 ・破壊 状況な どを 観察 し，記録 した 後，

　供試体 を三 軸圧 力室 か ら取 り出 す。

（7） 供試体を 除去 した 直後，セ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー

の 表 面

　 に 給 水 し，間隙水圧計 の 原点 の確 認 を行 う。

（8） 供試体 の炉 乾燥質量 Ms （g） を測定 す る。

【付帯条項】

3．1

　  a．飽和 したペ デ ス タル を三 軸 圧 力室 底盤 に設 置す る際 に

　　　 は，接続部 に気 泡 を巻 き込 まな い よ う十分 に 注意す る 。

　　 b．試験の 準備中 は，セ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー

の 表面 に表面

　　　 張 力状 態 で 余 剰 な 水 が 常 に乗 っ て い る状態 とず る。余剰

　 　　 水 が減少 した場 合 に は，必 ず 補給 す る。
3，2

　  a． ゴム ス リ
ーブ は ゴム ス リ

ーブ拡 大 器 に装 着 し，ゴム ス

　　　 リ
ーブの 内側 の パ ウ ダー

な ど を湿 っ た 布 で拭 き取 っ て お

　　　 く。ま た ，ゴ ム ス リ
ーブへ の 水 分の 吸 着 を 少な くす る た

　　　 め ，そ の 内側に 適当 な湿 り気を 与 え る こ とが 望ま しい 。

　 　 b，フ ／ ル ム シ
ー

トは，吸湿性 の 少 な い もの を選 び，供試

　 　　 体 をセ ラ ミ ッ ク フ ィ ル タ
ー付 きペ デ ス タ ル 上 に設 置 する

　 　　 際 に は取 り除 くσ

3．3

　  ，  　 こ の操作 手順 で は常 に 間 隙水 圧計 の表 示 を監視す る と

　 　 ともに，給水 ビ ン をペ デス タル の近 くに準備 して お く。準備

　　段階 で
一30kN ！m2 を越え る負圧 が生 じた場合には ，セ ラ ミ

　　ッ ク フ ィ ル タ
ー
表面 へ 速 や か に 給水 し，負圧 を 解放 す る。引

　 　続 き，3，3  以 下の 操作 を繰 り返 す。

　（3）a．間 隙水 圧計 が 一30kN ！m2 を 示 した な らば，す み やか

　 　　 に次の 操作 へ 。

　 　 b．乾 い た 布 で 拭 きと っ て も，ほ とん ど負圧 が 生 じな い 場

　 　　 合 は，ペ デ ス タ ル の 脱 気
・
飽 和 が 不 十 分 か，あ る い は 測

　 　　 定 管路 内に 気泡 が 残留 して い る こ とが 考 え られ る。こ の

　 　　 場 合に は 3．1（1）か ら操作 をや りなお す。

　 　 c．本基 準 に おけ る供 試体 の 初 期 サ ク シ ョ ソ の測 定 は，80

　　　 kN！m2 を限度 とし，こ れを超 え る 場 合に は何 らかの 適切

　　　 な処置 を必要 とす る 。

　  　平衡状態の 確認は ， 間隙水圧 計の 読み と経過時間を 測定 し，

　　JGS 　T　 522 「土の 圧 密非排水 （CU ）三 軸圧縮試験方 法」の

　 　付帯 条項4，1  a，に 規定す る方法 を準 用す る。
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　（7）a．装置 の 組立 て は 3．3〔6＞で の 測定 を継続 した 状態で 行い ，

　　 　 組 立 て の 手 順 は そ れ ぞ れの 試 験機 の 構造 に 合わ せ て 行 う

　　 　 もの とする。

　　 b．体積 変化 量の 測 定 は 内セ ル の 水 位変動 を 測 定 す る方式

　　 　 ま た は こ れ と 同等 以 上 の 性能 を 有 す る装置 で は か る。以

　　　 下 の 各条項 で は，体 積変 化量 測定 装置は 内セ ル 方式で 代

　　 　 表 す る。ま た，排水 量測 定装置 は ビ ュ
ーレ ッ トで 代表す

　　 　 る。

　　 c．気泡の 混 入 を軽減す る た め ，内セ ル 内の 水 は 脱気水 を

　　　 用 い る こ とが 望ま しい。
3．4

　（1） 初期サ ク シ ョ ン を測定 しな い 場 合 には省略 して もよい 。

　  　こ こ で は，間隙空気は 常に排気状態に あ る こ とを 原則 と し，

　　間隙空 気圧 ： u。＞ 0，間 隙水 圧 ： 砺
＝0 と制御す る こ とに よ

　　 り所定 の サ ク シ ョ ン を負荷 す る，加圧 法 を採用 して い る。

　〔3），　（5），　（6）

　　 a．測定 の 時 間 間隔 は JIS　A 　 1217 「土 の 圧 密試験 方 法」

　　 　 に規定 す る方法 を 目安 とす る。

　　 b．30 分 間 の 記 録 で 体 積 変 化 量 （あ る い は 軸変 位 量 ） が 収

　　　 束 傾 向 を 示 さ な い 場合 は ，さ ら に 測 定を 継続 し，収 束傾

　　 　 向 を体積変 化量 お よび 軸変位量 で 確認 す る。

　（4） 吸 引法 を 適用 す る 場合 に は，排水 用の 二 重管ビ ュ
ー

レ ッ ト

　　に所 定 の サ ク シ ョ ン に 等 しい 負圧 を 負荷 し，U、は大気圧 と

　　す る。こ の場 合，セ ル圧 は 増加さ せ な い 。

　（5＞ 排 水用バ ル ブ を開 く際 には，排水 用 ビ ュ
ー

レ ッ トが大気圧

　　に解放 されて い る こ とを確認 す る。

　（8） 圧密過程 の 平衡状 態の 確認 は体積変化計 および排 水用ビ ュ

　　
ー

レ ッ トの 読 み と経過時間を 測定 し ，
JGS 　T 　522 「土 の 圧

　　密非 排水 （CU ） 三 軸圧 縮試験方 法」 の 付帯条項4，1（5）a．に 規

　　定 する方 法 を準用 す る。

3，5

　  a，本 基準 で は ，間 隙空 気は 常 に 排気状 態 に あ る こ とを 原

　　 　 則 とす る。

　　 b，非排 水試 験 に お い て ，せ ん 断 に 伴 い 負 の間 隙水圧 を生

　　　 ず る可能 性 が あ る 場合 に は，非 排水 状 態の ま ま，間隙空

　　　 気圧 を増 加す る。同時 に セ ル 圧 も間 隙空気圧 の 増分 に等

　　　 しい 圧 力を 増 加 さ せ る。こ の と き，間隙水圧 は．間隙空

　　　 気圧 の 増分だ け上 昇す る （負荷 された サク シ ョ ン は 変 わ

　　　 らな い ）。

　（3） 供 試体内の 間隙 水分布 の
一

様化 を は か るた め に，非排水試

　　験 で の ひ ず み速 度 は，砂 ・
シ ル ト分 の多 い 試料で 0．05％1

　　 min 以下，粘土 分の 多 い 試 料 でO．01％〆min 以下 を 目安 とす

　　 る。不飽和土 の 場合に は粒径の ほ か に供試 体の 飽和度 に よ っ

　　て も適用す るひずみ 速度 を考慮 しな け れ ばな らな い 。

　〔4） 連続記録 しない 場合 の測 定間隔 は ，主 応 力 差
一一
軸ひ ずみ 曲

　　線お よび サ ク シ ョ ソ ー軸 ひ ず み 曲線 を滑 らか に描 く こ との で

　　 き る程 度 とす る。

　（6） 軸圧 縮終 了後 の 供試 体の 変形 ・破 壊状況は，それ らの 状況

　　が最 も顕著 に 見え る方 向か ら観察 を 行い ，記 録 す る。ま た，

　　すべ り面 が見 られ る場 合は，勾配 が 最 も急 に 見 え る方向か ら

　　観 察を行 い ，お お よ そ そ の 角度 が読 み 取 れる程 度に 記録す る。

　　 また ，供試 体の 不 均 質状態や 異 物 の 混 入状況 な ども観察 し，

　　 記録す る。

　（8） 供試体の 湿潤質量測定後，可 能な らば供試 体の 含水比分布

　　 を確 認 す るため，供 試体 を上 ・中 ・下に 3 分 して 含 水比 を

　　 測定 する。こ の 場合，供試体 の 炉 乾燥質量は 湿潤質量 と含水

　　 比か ら計算に よ り求め る 。
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4．　 試験結果の 整理

4，1 供試体作 製時 の初 期状態

（1＞ 作製 時 の 供試体 の含 水比 Wo （％） を 次式 で 算定 する。

　 　 　 　mo
−

Ms

　　Wo ＝　　　　× 100
　 　 　 　 　Ms

　 　 こ こ に，

　 　 m 。 ：作製時 の 供試体質量 （g）

　　Ms ：供試体 の炉 乾燥質量 （g）

（2） 作 製時 の 供 試 体 体 積 Vo（cm3 ） を次 式 で算 定 す る。
　 　 　 　 だ

　　
v

・
＝’t“D ，

・『H
，
・

　 　 こ こ に，

　　Di： 作製時の 供試 体直径 （cm ）

　　Hi ：作製時の 供試体高さ （cm ）

（3） 作製時 の 供 試体 間 隙比 eo，飽和 度 3承 ％）を それ ぞれ

　 次式で 算定 す る。

　 　　 VoPs
　 　eo＝一 一1
　 　 　 　 Ms

　 　 　 　 Me − Ms　 　 　 　 　 　 　 　 　Ps
　　Srd＝　 　 　 　 　 　 　 　 x − x100

　　　　VoPs− Ms 　 Pw

　 　こ こ に，

　　Ps ：土 粒子 の 密度 （g〆cm3 ）

　　Pw ：水 の 密度 （9／cm3 ）

4．2 圧 密過 程

（1） 圧 密 中 の 供試 体体 積 V，（cm3 ） お よ び圧 密後の 供試体

　体積 Vc（cm3 ） を 次式で 算定 す る。

　　v ，　
・・

　Vo− A 　Vt

　　v．　・＝　Vo− ∠ Vc

　 　 こ こ に，

　　AV ， ：圧 密中の 供試 体の 体積変化 量 （cme ）

　 　∠dVc ：圧 密後の 供 試体の 全体積変 化量 （cm3 ）

  　圧密 中 の 供試 体含水比 Wt （％ ） お よび圧 密後の 供試体

　含水比 Wc （％）を 次式で算定す る。

　　　 mo − ms − Zi　Vwtfρw

　 　Wt＝　　　　　　　　 x100

　 　 　 　 　 　 　 Ms

　　　 mo
−

Ms
−

」 監 1ρ卯
　 　Wc ＝　　　　　　　　 x100

　 　 　 　 　 　 　 Ms

　 　 こ こ に，

　 　∠d　Vwi　：圧 密 中の 供試体の 排 水 量 （cm3 ）

　 　」 賑 ：圧 密後 の 供試体の 全排 水量 （cm3 ）

  　圧 密中 の 間 隙比 et お よび圧 密後 の 間 隙比 彡、を次式で

　算定す る。

　　　 Vtρs

　　ε尸
一 一1

　 　 　 Ms

　　　 v
、ρs

　 　e。＝一 一1
　 　 　 　 Ms

（4） 圧密 中の 飽和度 S
．（％） お よび圧密後の 飽和度 S

． （％）

　を次式 で 算定 す る 。

　　　　mo − Ms − ∠】Vwノρw　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Ps
　　s

”
＝　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ×

一
× ユ00

　　　　　 v
。Ps− Ms 　　 Pw

　 　　 　mo − tns −A 　Vw。fPw　ρs

　　s．＝　 　　 　 　　 　　 　 　　 ×
一

× 100
　 　　 　 　　VoP，− m 、　 　 Pw

  　圧 密後 の 供 試 体高 さ 瓦 （cm ） お よ び 供 試 体断面 積．4、

　 （cm2 ）を 次式 で 算定 す る。

　 　瓦 三琵
一

」瓦
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　 　A 。＝・　v。IHc
　 　 こ こ に ，

　　Affc ：圧密 に よ る全軸変位量 （cm ）

4．3 軸圧縮過程

（1） 供試 体 の軸 ひ ず み ea （％） を 次式 で 算定 する。
　 　 　 ∠IH
　　εa

匚一 x100

　 　　 Hc

　 　 こ こ に，

　　AH ；供試体 の軸 変位量 （cm ）

  　軸 ひ ずみ ε a （％） の 時 の 体積 ひ ず み ε，（％） を 次 式で

　算定す る 。

　 　 　 AV

　　
ev＝

τ
× 100

　 　 こ こ に，

　　AV ： 供試 体の体 積変化量 （cm3 ）

  軸ひ ずみ ε
a （％）の 時の 主 応 力差 （σ 。

一
σ。）（kNIIn2）

　 を 次式 で算 定 す る。

　 　　 P 　　　100
aa
一
气

x

、1
× 1°

　 　 　 　 　 　 　 100

　 　εa1−
一

　 　 こ こ に，

　　P ： 軸ひ ず み εa （％ ）の 時 に供 試体 に加 え

　　　られた 軸荷重 （N ）

　　σ、：供試 体 に作用 す る軸方 向応 力 （kN！m2 ）

　　σ r ：供試 体 に作用 する側方 向応 力 （kN！mZ ）

（4） 排水試験の 場 合は，軸 ひ ずみ ε a （％） の 時の 含水比 Ws

　（％）を次 式で 算定 す る 。

　　　　mo − m 、一∠ Vwc1ρw
− 」 レ

’
σs！ρw

　 　 w。・＝　　　　　　　　　　　　　 × 100
　 　 　 　 　 　 　 　 　 Ms

　 　 こ こ に，

　　∠　Vws ：軸 ひ ずみ εa （％ ）の 時の 排 水量 （cm3 ）

  　非排 水 試 験 の 場 合は ，軸 ひ ず み εa （％）の 時の サ ク シ

　 ョ ン s （kN 〆m2 ） を 次式で 算定す る。

　 　 s ； Ua
−

Uw

　 　 こ こ に，

　　ua ：供試 体に 加 え られた 間隙空気圧 （kN／m2 ）

　　Uw ： 軸ひ ずみ εa （％）の 時の 間隙水 圧 （kNfm2 ）

  　主 応力差
一

軸ひ ずみ 曲線，お よび 体積ひ ずみ
一

軸ひ ず

　 み曲線 を軸 ひ ずみ を横軸 に と っ て 描 く。

（7） 排水試験 の 場合は，含水比一軸 ひ ず み曲線を軸ひ ず み

　 を 横軸 に とっ て 描 く。

（8） 非排水試験の 場合は，サ ク シ ョ ン
ー軸ひ ずみ 曲線 を軸

　 ひ ずみ を横軸 に と っ て描 く。

（9） 主 応 力差 の 最大値 （σa

一
σ．）m 。x を 主 応 力差

一
軸ひ ず み

　 曲線図 上 か ら 求め，圧縮強 さとす る。

  　主 応 力差 の 最大値 を生 じた 時の 基底 応力 に基 づ く側 方

　方向 応 力 σ，net （kN／m2 ） を次式 に よ り算定 す る。

　 　σ rnet
＝

σ r
”Ua

  　非排 水試験 の 場合は ，主 応力差の 最 大値 を生 じた 時の

　サ ク シ ョ ン Sf（kN ！m2 ） を次式 で算 定す る。

　 　 Sf＝κ
9

− eCWf

　 　 こ こ に，

　　u．f ：主 応力差 の 最大 値を 生 じた 時 の 間 隙水 圧 （kN！

　 　　 　 m2 ）

土 と基礎，46− 2 （481）
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【付帯条項 】

4，1

　（1） 必要 に応 じて，供試 体作 製 時の 含 水比 Wo （％）を 用 い て も

　　 よい 。そ の 場合，4，1〔3）の 供試体間 隙比 eo，飽和度 Sro（％ ）

　　はそ れぞ れ 次式で 算定す る。

　 　 　 　 　 　 　 　 測 0
　 　 　 　 　 　 1十一
　 　 　 　 P、　　 100
　　 　 eo＝一×　　　 xVo − 1
　 　 　 　 Pw　　 η ¢ D

　 　 　 　 zθoρ3

　 　 　Sro三』
　 　 　 　 召o ρ駕，

4．2（1｝『　4．3（2）

（8） 主応 力差の 最大 値 （σ a

一
σ．）皿。。お よ び そ の 時 の 基底応

　力 σ ，。et ，サ ク シ ョ ン Sf

（9） 基底応力に基 づ く主応 力差 の 最大 時の モ ー
ル 円 お よ び

　サ ク シ ョ ン Sf 関係

  　圧縮 強 さ一サ ク シ ョ ソ お よび 基底応 力 σ，。，t 閧係

  　本基 準 と部分 的に 異 な る方法 を 用 い た場 合は ，その 内

　 容

  　そ の 他特記す べ き事項

　内 セ ル の 水位変化 で 供試体 の 体積変化 を測定 す る場 合，体積変

化量 ri　V （cm3 ） は，次 式で 算定 す る。

　　　AV ・＝Al ）px （A 一
α ）＋ Al）Gxa

こ こ に，

　　　ADp ：内セ ル の 水位変化量 （cm ）

　　 　 　A ：内セ ル の 水位 測定部 断面 積 （cm2 ）

　　　　 a ：載 荷 ピス トン の 断面 積 （cm2 ）

　　　∠DG ：供 試体の 軸変位量 （cm ）

【付 帯条項 】

　 5，

5． 報 告 事 項

試験結果 に つ い て 次 の事 項を報 告す る。

（D　供試体の作製方法

  　試 験前 の供 試 体 の寸 法，質 量，含水 比，聞隙比，飽和

　 度

  　圧密過程 の 応 力径路

（4） 圧密過程 の 排水量，体積変 化量 お よ び 軸変位量 と時間

　 の 関係

（5） 軸圧 縮過程 の ひ ず み 速度，排 水 条件，側圧条件

  　主 応 力差
・
体積 ひ ず み

一
軸ひ ずみ 関 係お よ び排水試験

　の 場合 は含 水比
一

軸 ひ ずみ 関係，非排 水試験の 場合は サ

　 ク シ ョ ン
ー軸 ひ ずみ関係

  　供試体の 破壊状況

　  　測 定 した場 合 に は，供試体 の 初期サ ク シ ョ ン を報 告す る
。

　  　圧 密過程の 応 力径路は，間隙空 気圧一セ ル 圧 関係，あ る い

　 　は サ ク シ ョ ソ ー平均 基底応 力関 係に よ り表 示 す る。平 均 基底

　 　応力 は次式で 算定 す る。

　 　　 　 　σ n 十 2σ r

　　 Pn・t＝＝　3　
』Ua

こ こ に，P。，t ；平均基底応 力。

（4） 必要 に 応 じて，以下 の 項 目 につ い て 報告 す る。

　 　 a．間隙比，飽和度，含水比 と時間 の 関係

　　 b．段階載荷を 行 っ た 場合は ，各段階終了時の 間 隙比，飽

　　　和 度，含水 比 と平均基底応 力 との 関係。

　 　 c．サ ク シ ョ ン を変化 させた場合 の 各段 階終 了時 の 間隙比，

　 　　 飽 和度，含水 比 とサク シ ョ ン の 関係。飽 和度，含 水比 と

　　　サ ク シ ョ ン の 関係は JGSTS51 「土の 保水性試験方法」

　　　 と同 じ意味を もつ 。
ゆ　圧 縮 強 さ を縦軸 に，基底応 力を横軸 に と っ て 図示 す る。排

　 水 条件 で 軸圧縮時の サ ク シ ョ ソ が一定 で あ る場合 に は，サ ク

　 　シ ョ ン ご とに モ
ー

ル 円 を 図 示 す る。この 時必 要 に応 じて，モ

　
ール 円の 包絡 線 か ら 求 め た せ ん 断 抵 抗 角 軌。亡 お よ び 縦軸 切

　 片 C。et を 報 告す る。同図中 に，排水 条件 の 場合 は 設定 した サ

　 　ク シ ョ ン を，非排 水条件 の 場合に は主応 力差最 大値 の 時の サ

　 ク シ ョ ン Sf を 表示 する。

輔一“’−1’一岬齢紳”1’ψ1画嘲’φ”脚φ岬11障“ψ．’韓9 陣1’榊脚，悼・’，鱒・幽御 鱒゚・・“齢一→帰・サー…一 ，・一 一・1・資料一538 ．一 一一

rJGS　T 　 145 土の 収縮定数試験方法」，
　 rJGS　T　 151 土 の 保水性試験方法」，

rJGS　M 　 111地盤材料の工学的分類方法」 の 一 部改正案に つ い て

地盤工学会基準部

，噌φφφ・Pゆ・ρ，’ψrレ9 ψ一龠，幣一〇一儚φ呷φ．「φ一φψ十“一咽，一．− 9−．，書’サゆ9 ”φゆρ一“ひ・劇φ瀞，酔一・眇，げ，、Pφ尋登9サψ一鱒Pゆψφ、，ゆ呷→，，ρ，壷一．rゆr卩ゆ爾一炉φ“＋9

1．　 ま え が き

　標記 の 試験方法 に 関 す る地 盤 工 学 会 基 準 （以下 ，基 準

とい う）は ，
1990年 の 改正 あ る い は 制定以降 内容 を

変更するこ とな く現在 に至 っ て い る が，今般，計量 法 に

よ る SI へ の 移 行猶予期限 （1999年 9月30日）を考慮 し

た単位の SI化，関連す る 規格
・
基準の 改正 ・制定に 伴

う表記 や 用 語の 変更，そ の 他 軽 微 な変更事 由 に よ り内容

を 見直す 必要 が生 じた た め，基準部，土質試験基準検討

委員会および こ れに所属す る物 理 試験 ・
分類小委員会 に

お い て見直 しの検討 を 行 っ た。よ っ て こ こ に 改正案を提

February，199S

案す る 。

　「土 の 収縮定数試験方法 」 に つ い て は ，対 応 す る JIS
の 改 正 案 が 本 号 に 全 文公示 さ れ て い る。本試験方法 の

JISとJGS とは 本質的 な違 い が な い こ とか ら，　 JISとの

相違点 を説 明す る 1）
。

　上 記 の 3 試験方法の うち，「地盤材料 の 工 学的分類方

法」 は比 較 的 軽 微 な 改 正 で あ り，変更点の み を 対比 表 で

示 す。現行 の 基準 の 詳細 に つ い て は 1995年11月 に 発行

され た 「改正 地盤工 学会基準
・
同解説」 を参考 に され た

い 。

　また，「土の 保水性試験方法」 は 変更点が多 く，対比
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